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2050年までの世界の人口予測

 0

1 000

2 000

3 000

4 000

5 000

6 000

7 000

8 000

9 000

10 000

1950 1975 2007 2050

（
百
万
）

世界

アフリカ

アジア

欧州

ラ米・カリブ

北米

主要国人口将来予測

  0

 200 000

 400 000

 600 000

 800 000

1 000 000

1 200 000

1 400 000

1 600 000

1 800 000

1950 2007 2015 2025 2050

（
百
万
）

ブラジル

中国

インド

インドネシア

日本

パキスタン

アメリカ

出所：アジア開発銀行重要指数（２００６）を基にIGES作成（主に2003
年のデータ）

2007年の66億人、
2050年には90億人
を突破、約3割増

アジアが５７
％を占める

出所： 国連人口部（２００７）を基にIGES作成
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出所： 国連人口部（２００７）を基にIGES作成

残存するアジア
の貧困層

環境をめぐる傾向（１）

アジアの各国では、環
境問題に直接関係が
ある貧困層の多さが
目立っている。またそ
の一方で、アジアでは
人口が増加しつつあり、
そのことも貧困の拡大
に拍車をかけている。
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主要国の国内総生産（2000～2005年）
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主要国の年間経済成長率
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先進国をしのぐ堅調な成長
を遂げる新興アジア経済

インドが日本を凌ぎ、中国がアメリカ
を凌ぐ

出所：米国エネルギー情報局（２００７）を基にIGES作成
出所：米国エネルギー情報局（２００７）を
基にIGES作成

主要国のエネルギー消費量
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国内生産や経済成長
率については、アジア、
特に中国とインドでそ
の伸びが顕著となって
きており、これらの国
のエネルギー消費量も
いずれ先進国のそれを
超えることが予想され

ている。

3



地球温暖化の予測

将来の気温上昇の予測将来の気温上昇の予測

ＩＰＣＣでは、いくつかの気温上昇のシナリオを作成している。環境の保全と経済の発展が地球規
模で両立する社会のシナリオでは、１９８０年から１９９９年までに比べ、２１世紀末（２０９０年から
２０９９年）の平均気温上昇は１．１～ ２．９℃と予測する一方、化石エネルギー源を重視する社

会シナリオでは、平均気温の上昇を２．４～６．４℃と予測している。

出典：IPCC 第4 次評価報告書第1 作業部会報告書

複数のモデルによる地球平均地上気温の上昇量

• 2020年までに7,500万～2億5千万人に水ストレス
• いくつかの国で、降雨依存型農業からの収穫量が

2020年までに50%程度減少
• 21世紀末に海面上昇適応コストがGDPの5～10%に

アジア

• 2050年代までに10億人以上に水不足の悪影響
• 洪水と干魃に伴う下痢性疾患の増加
• 沿岸の海水温度の上昇によるコレラ菌の存在量 /毒性の増加
• 21世紀半ばまでに、穀物生産量は、東・東南アジアで最大20%増加。
中央・南アジアで最大30%減少

オーストラリア・
ニュージーランド

• グレートバリアリーフやクイーンズランド湿潤
熱帯地帯を含む場所で2020年までに生物多
様性の著しい損失

ヨーロッパ

• 山岳地域で、氷河の後退、雪被
覆の減少、広範な生物種の喪失
（高排出シナリオで、ある地域で
は2080年までに最大60%喪失）

• 熱波と森林火災に起因する健康
リスクの増加

ラテンアメリカ

• 今世紀半ばまでにアマゾン東部地域の熱帯
雨林がサバンナに徐々に代替

• 多くの生物種の絶滅による生物多様性の重
大な損失のリスク

北アメリカ

• 西部山岳地帯で、水資源をめぐる競争が激化

• 現在熱波に見舞われている都市で、今世紀中
に熱波の数、強度、継続期間の増加による健
康への悪影響

極域

• 氷河・氷床の縮小、渡り鳥、哺乳動物及び高位捕食者など多くの生物に悪影響

• 北極では、海氷面積・凍土の減少、沿岸浸食の増加、凍土の季節的な融解深度の増加

アフリカ

小島嶼

• 海面上昇による浸水、高潮、浸食及びその他
沿岸災害の悪化による社会資本、住宅地、施
設への脅威

• 中高緯度の小島嶼で非在来種の侵入の増加

（出典）IPCC AR4 WG2 SPMより環境省作成

地球温暖化によって予測される世界の危機

環境をめぐる世界の将来像（１）
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中国をはじめとしたアジア地域における資源需要の増大を背景に、循環資源の国
際移動が増加。特に日本からの循環資源輸出量は、10年間で約9倍に増加。
中古製品と称して、バーゼル法の規制対象となる循環資源の偽装貿易が行われた
り、途上国において環境上不適切なリサイクルが行われたりしていると指摘されて
いる。

出典：中央環境審議会循環社会計画部会資料より作成

日本からの循環資源の輸出量の推移
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有害廃棄物等の越境移動の推移

出典：バーゼル条約事務局資料
出典：タイ天然資源・環境省

途上国におけるリサイクルの様子

世界の廃棄物発生量は、2000年の約127億㌧から2050年に約270億㌧にまで増
加すると予測。

特に途上国では、経済成長に伴い、都市ごみの一人当たりの発生量が急増する見
込み。

出典：吉沢佐江子、田中勝、Ashok. Shekdar 世界の廃棄物発生量の推定と将来予測に関する研究(www.env.go.jp/council/03haiki/y0310-04/ref02.pdf)

世界の廃棄物発生量の将来予測

Solid Waste Generation in the World 2000-2050
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第１の危機
人間活動による生態系の

劣化・破壊

第２の危機
里地里山における人間の
働きかけの後退

第３の危機
外来種等による生態系の

かく乱

出所： http://www.conservation.or.jp/Strategies/Hotspot.htm （コンサベーションインターナショナル）

生物多様性のホットスポット

特に東南アジア地域の生物
多様性の保全が緊急課題

生物多様性のホットスポットとは、多様な生物が生
息しているにもかかわらず、絶滅に瀕した種も多
い、いわば世界的な生物多様性重要地域をさす

地球温暖化の進行によっ
て生物多様性が劣化する。
今後、相乗的に地球生態
系の悪化が加速し、人類
の生存基盤に重大な影響
を与える可能性があると
指摘されている。

地球温暖化の進行によっ
て生物多様性が劣化する。
今後、相乗的に地球生態
系の悪化が加速し、人類
の生存基盤に重大な影響
を与える可能性があると
指摘されている。

日本列島は、元来豊かな生物多様性を有すること、
アジア太平洋地域等に生息する多くの渡り鳥の経路
上にあることなどから、日本の生態系の破壊・分断・
劣化が、世界の生物多様性にも影響を与える可能
性があると指摘されている。

生物多様性の３つの危機

年間0.5%以上の減少

年間0.5%以上の増加

年間0.5%以内の増減

インドネシア、カンボジア、ミャ
ンマー、北朝鮮、モンゴルなど

で森林減少が顕著

出所：世界森林資源評価報告書（国連食糧農業機関、2005年）

世界の森林地帯純変動（2000～2005年）

環境をめぐる世界の将来像（３）
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環境をめぐる世界の将来像（４）

出所： Wood et al. 2000

砂漠化・土地劣化問題

アジア地域の中で、砂漠化・
土地の劣化が著しいのは、
牧畜・降雨依存型農業・灌漑
農業の盛んな半乾燥地帯で
あり、その中でもとりわけ途
上国で、砂漠化・土地劣化問
題の多くが発生している。

砂漠化・土地劣化問題と
は、植生に覆われた土地
が不毛地になっていく現
象を指す。今日問題となっ
ている砂漠化・土地劣化
問題の多くは、人類の活
動が原因となる人為的な
行為によって引き起こされ
たものである。砂漠化や
土地の劣化は、気候変化
の原因ともなる。土壌など
地表の構造が崩れるなど
の原因となることから、植
生の復活が困難になる。

淡水資源の需要と供給のバランスの予測

淡水資源をめぐる４つの問題

安全な飲み水を得ることができない多数の人々
地下水の過剰な汲み上げによる農耕地の不毛化
水資源の過剰利用と汚染による生物多様性の低下

水資源の不足による地域紛争

アジア地域では、特に人口の増加が見込まれてい
る国々で、現在すでに顕在化している諸問題が拡
大していくことが予測される。また過剰な淡水資源
の摂取や地下水への依存が、他の環境問題に連
鎖的に拡大していくことが危惧される。
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2050年の目標：美しい星50（Cool Earth 50）

出所：内閣総理大臣演説「美しい星へのいざない」（2007）（
http://www.kantei.go.jp/jp/abespeech/2007/05/24speech.html）

2050年の産業の姿

2050日本低炭素社会シナリオによる将来像

第一次産業
シェア低減・輸入依存率増加

第二次産業
高付加価値化進展・海外生産拠点

第三次産業
シェア増大・生産性向上

シナリオA：ドラえもん
一人あたりGDP成長率２％

「活発で回転の速い技術志向型社会」
経済発展・技術開発志向を重視

シナリオB：サツキとメイ
一人あたりGDP成長率１％

「ゆったりでややスローな自然志向型社会」
地域・自然志向を重視

第一次産業
シェア回復・農林水産業復権

第二次産業
地域ブランド・多品種少量生産

第三次産業
シェアやや増大・ボランディア普及

両シナリオの調和・混在

2050年現在

一人あたりGDP

どちらのシナリオとなっ
ても、 日本はCO２を

1990年比で７０％削減
するポテンシャルを有

する！

工業系
技術者
および
第三次
産業の
従事者

全産業の
従事者

特に活躍が
期待される
人材

出所：『2050日本低炭素社会シナリオ』（2007）（
http://2050.nies.go.jp/interimreport/20070215_report.pdf）を基に IGES作成

『2050日本低炭素社会シナリオ』： 技
術イノベーションと住みやすい街づくり
等社会そのものを変革するようなイノ
ベーションを織り込み、2050年の望ま
しい将来を想定し、2050年段階にお
ける我が国の削減ポテンシャルを推
測した、国立環境研究所を中心とした
「脱温暖化2050プロジェクト」調査の
成果報告

2050年における産業構造
（『2050日本低炭素社会シナリオ』より）

シナリオA・B共通して、サービス業の進展、電気機械・輸送機械産業の増加、エネル
ギー多消費型産業の縮小が予測される。特にシナリオA（活発社会）では、商業等の
サービス業、電気機械・輸送機械等の製造業の伸びが顕著。

出所：『2050日本低炭素社会シナリオ』（2007）（
http://2050.nies.go.jp/interimreport/20070215_report.pdf）

環境・持続可能な開発の将来ビジョン（１）

2050年をターゲットに
した環境・持続可能な
開発に係るビジョン例

■21世紀環境立国戦略
（美しい星50）

■2050日本低炭素社
会シナリオ
↓

《2050年における持
続可能な社会像》
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日本およびアジア主要国における2020年の
環境ビジネスの拡大予測
環境省（2004年3月）

概要：、中国、インド
ネシア、インド、タイ、
ベトナムの各国にお
ける現状と将来の環
境ビジネスの潜在的
な市場規模（水、廃
棄物、新エネルギー、
大気、環境サービス、
クリーン開発メカニズ
ムの６分野）の推計
を試みたもの。

アジア主要国の環境ビジネスの
現状と将来

①アジア主要国の環境ビジネス
潜在市場規模の現状値は、約
210－250 億US$と推計。
②中国が全体の約半分を占め、
次いでインドが全体の1/4 を占め
る。
②2020 年には、全体で約1,340
－1640 億US$、中国が約2/3 を
占める。

日本における環境ビジネスの現状と将来

①日本では、環境ビジネスの市場規模が2000 年現在で
約30 兆円、2020 年には58 兆円に達するものと予測（平
成15 年環境省）されている。
②これに伴う雇用規模は、2020 年に約124 万人に達す
ると予測されている。
③日本では、環境に関連するビジネスが今後の経済を牽
引する成長産業と位置付けられ、発展が期待されている。

アジア主要国の環境ビジネスの現状と将来

出所： 環境省「アジア主要国の環境ビジネスの潜在市場
規模推計に関する調査」（平成１６年３月）

環境・持続可能な開発の将来ビジョン（２）

2030年の日本の産業・就業の姿
①製造業については、数多くのフロントランナーがイノベーションを主導する
中で、高い生産生の伸びを確保することで、アジア諸国に対する競争力が維
持され、製造業の生産は増加する。
②非製造業については、所得増加がサービス需要を伸ばすことから、製造
業を上回る率で増加する。
③製造業がより労働制約的になるため、非製造業の雇用に占める割合が増
大する。

「日本21世紀ビジョン」における2030年の日本
内閣府（2005年5月）

日本が2030年に目指すべき3つの将来像

出所：内閣府「日本21世紀ビジョン」
出所： http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g51013a41j.pdf

「超長期エネルギー技術ビジョン」
経済産業省（2005年）

概要：
世界的なエ
ネルギー需
要が増大す
る中、持続
可能なエネ
ルギー需給
構造に裏打
ちされた社
会を実現す
るための鍵
となるエネ
ルギー技術
について、
地球的規
模で将来顕
在化するこ
とが懸念さ
れる資源制
約、環境制
約を乗り越
えるために
求められる
技術の姿を、
逆算（バッ
クキャスト）
することに
よって描き
出したビ
ジョン。

GDP 当たりのCO2 排出原
単位を、現状比で
２０５０年に１／３以下
２１００年に１／１０以下
にするというバックキャスト

世界に開かれた大学づくり（最重要項目10の中の第４番）
○ 21 世紀は、知識・情報が最も価値を持つ時代であり、知識・情報が集積し、創造
されるところに、人、モノ、カネも集まる。そうした中で、日本の大学を、日本のみなら
ず、アジア、世界の「知の拠点」としていくことは、日本がアジアと世界のゲートウェ
イとなることを目指す上で、極めて重要な課題である。

○ そのためには、各大学が、国際的に魅力のある質の高い教育・研究を生み出し

ていくことが重要であるが、その手段として、学生や教員等の国際交流の拡大や、
海外の大学との教育・研究両面での連携等を促進し、大学の国際化を進め、海外
の活力を日本の大学に取り込んでいくことが、多くの大学にとって有効である。大学
の国際化は、イノベーションの創出拠点としての大学を活性化し、日本全体のイノ
ベーション力を高めることにもなる。

○ こうした観点から、以下の取組みを進める。 なお、大学の国際化は、学生や教員

等の国際交流の拡大、キャンパスの多言語化・多国籍化、ダブル・ディグリー・プロ
グラム等の提供、国際共同研究の実施・参画、海外拠点の設立・運営、国際的な認
知・評価の向上などを含む多様な概念であり、全ての大学が一律に志向すべきもの
ではなく、各大学が、自らの特色を踏まえて、自主的に取り組むべきものである。

(１)大学の国際化の状況に関する調査の実施・公表
(２)大学の国際化に向けた競争的な資金配分の抜本的な拡充
(３)各大学及び第三者機関による大学の国際化の評価の充実

基本理念

１．『開放的で魅力ある日本を創る』
～訪れたい、学びたい、働きたい、住みたい国に～

２．『開かれたアジアを共に創る』
～経済を中核とした開放的な地域秩序の維持・進化～

３．『互いを尊重し、共に生きる』
～多様性を前提に相互理解・相互信頼の関係を構築～

「アジア・ゲートウェイ構想」 内閣府（2007年5月）
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「リコーグループ」による超長期環境ビジョン

出所： http://www.ricoh.co.jp/ecology/management/vision.html

これからの製品づくり・事業所の活動・
環境社会貢献の基盤となる考え方

2050年の時点で、地球上
のすべての人が限りある資
源を活用して豊かに暮らす
には、先進国は現在の１／
８、途上国は約２倍のエネ
ルギーで生活しなければな
らない。

これにしたがって、リコーで
は、「2050年に事業活動で
発生する環境負荷を2000
年の１／８にする」という長
期ビジョンを描いている。

このビジョンの達成を目指し
て、製品づくりや事業活動を
すすめていくとともに、人材
の育成やその他の活動が
進められていくことが予測さ
れる。

「持続可能な環境共生都市」
のビジョン

①気づいて、変わっていくまち
②自分の「体調管理」をきちんと
するまち
③コミュニティー全体で世界の課
題に取り組むまち
④自然とのつながりを大切にし、
緑や生き物でにぎわうまち
⑤世界へ、いい波紋を広げるま
ち
⑥他の地域に支えられていること
への、責任を果たすまち
⑦時代に応じて「自己進化」する
まち
⑧みんなが安心・安全に過ごせ
る快適なまち

「大丸有環境ビジョン」
2007年5月

大手町・丸の内・有楽町地区開発
計画協議会

「大手町・丸の内・有楽町地区開発計画協議会」によ
るビジョン

ビジョン達成のためのロード
マップ

①環境関連データのセンシング・
蓄積・活用
②大丸有地区を超えた貢献と情
報発信
③環境・エネルギーマネジメント
システムの構築
④環境負荷の低い新たな交通・
物流システムの構築
⑤水系の活用・水網都市の復権
⑥外部空間・公共空間の体系的
活用
⑦廃棄物の多段的活用
⑧脆弱性克服を通じた環境負荷
抑制
⑨新たな環境ビジネスの創出と
育成

環境ビジョンの骨子

「大丸有1000年の計」
として作成

2021 年のスウェーデン：持続可能な経済・社会像

①我々は、今よりも小さく、エネルギー効率の良い住宅に居住
している
②食料生産に用いられるエネルギーは１／３削減されている
③我々が消費する肉は、すでに開墾された土地で草を食んで
育った牛やひつじのものである
④我々の乗用車はエネルギー効率が高く、店や職場への移動
の多くは通信手段によって代替されている
⑤60 万ha の農地は、バイオエネルギー作物の栽培にあてら
れている
⑥窒素肥料を用いるなどして集約的に管理される森林もある
が、それよりも多くの森林が自然のまま残されている
⑦家庭用品と家電は、現在の４分の１のエネルギーと素材で
作られる

「2021 年のスウェーデン：持続可能な社会に向けて
（1999年）」

「Sweden in the Year 2021: Toward a sustainable 
society」

スウェーデンが持続可能な開発を
達成するための条件

①人々の健康と環境が被害やその他の問題から保護されて
いる
②貴重な自然や歴史的環境が保護されている
③生物多様性が維持されている
④土壌、水、その他の物理的環境が、生態学的、社会的、文
化的、経済的価値が損なわれないような方法で利用されてい
る
⑤循環プロセスを構築するため、再利用やリサイクルを含め、
エネルギーや原料の保全が促進されている

概要：次世代に主要
な環境問題を解決し
た社会を手渡す、と
いう最終目標を実現
するために、バック
キャスティング法によ
り策定したスウェー
デンの国家目標およ
び長期計画。

概要：2002年の持
続可能な開発につ
いてのヨハネスブ
ルグサミットに向け
て、ドイツ政府から
提出されたもの。目
標年度は一定では
ないが、2020年頃
までを想定して作
成されている文書。

ドイツ：持続可能な経済・社会像

①2020年までにエネルギーと資源の生産性を2倍にする
②2005年までに、ＣＯ２排出量を1990年比25％削減
③2000年から2010年の間に、再生可能エネルギーの割合を主
要なエネルギー消費の４．２％に、電力使用量の１２．５％にす
る
④2020年には、新しい土地利用を一日３０ｈａ以内にする
⑤種を保存する・生活環境を守る
⑥2006年に連邦予算を均衡させ、2007年からは国家予算の黒
字を返済に回す
⑦明るい投資環境をつくる
⑧2010年までに、政府と民間の研究開発費をＧＤＰ比約３％ま
で引き上げる
⑨大学入学適正や職業訓練を持たない２５歳の割合（現在10
～12％）を2010年までに約１／３削減し、2020年までには４％
にする。

教育の分野における戦
略としては、高等教育の
強化が中心となっている。
ドロップアウト率を低下さ
せるとともに、左図のよう
に、大学入学者の割合を、
2010年までに40％にす
るという目標も提示して

いる。

「ドイツの展望：持続可能な開発に向けた我々の戦略
（2002年）」

「Perspectives for Germany: Our Strategy for Sustainable 
Development」

出所： http://www.ewc2.org/upload/downloads/national_strategy_germany.pdf

環境・持続可能な開発の将来ビジョン（３）
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環境人材が果たす役割のイメージ

研究所・研究所・工場工場 オフィスオフィス

研究者・研究者・

技術者技術者

企業内の企業内の

営業、企画営業、企画
担当者担当者

環境人材

環境人材

企業内の企業内の
環境部局の環境部局の
担当者担当者

地域地域

環境人材

地域づくりのコー地域づくりのコー
ディネーター・プロディネーター・プロ
デデューサーューサー

金融金融

投融資投融資投融資

アナリスト・ファアナリスト・ファ
ンドマネジャーンドマネジャー

環境人材

技術開発・設計・製
品開発・製造プロセ
ス開発 等

技術開発・設計・製技術開発・設計・製

品開発・製造プロセ品開発・製造プロセ
ス開発ス開発 等等

戦略立案、
研修 等

戦略立案、戦略立案、

研修研修 等等

新規事業企画・
実施 等

新規事業企画・新規事業企画・

実施実施 等等

環境人材が果たす貢献のイメージ

大学の卒業生の多くは、企
業や行政を進路として選択
し、社会形成の担い手とし

て活動を開始

卒業後に社会人となり、社
会生活や企業活動の中で、
環境と経済の好循環を具
体化する事業・活動を展開

する人材の育成

経済効率性の高い環境技
術の開発、環境経営の展
開、環境政策の立案等を
押し進める人材の育成

環境保全・持続可能型
新技術・新製品の開発

新製品の開発・
新サービスの
提供

業務に環境配慮を導入
SD型サービスの提供

持続可能な社会
の形成に寄与

一般の学生（非環境専門家）

専門コース・大学院の学生（環境専門家）

持続可能な
アジアの実現

環境負荷の
低減、高い経
済性

青年よ、環境マインドを抱け！

経済社会の変革に向け、大学で
の「環境人材」の育成に着目

環境人材育成が果たす役割・貢献
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0 10 20 30

スポーツ

生活・文化

芸術・メディア

社会

人文

語学

理工学

法学

総合政策・経営・経済

国際

教育

医療・福祉

環境

H10

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

直近10年間における新学部の設置状況

新学部設置数 H10
52学部

H11 48学部

H12 78学部

H13 54学部

H14 52学部

H15 39学部

H16 43学部

H17 52学部

H18 38学部

H19 41学部

•毎年平均５０学部
程度新設される。

•環境系および経
営・経済・情報系の
学部の新設は減少
傾向。

•増加傾向にあるの
は教育系と医療・
福祉系の学部の新
設。

（IGES 調べ）

環境系の専攻・学科環境系の専攻・学科環境系の専攻・学科

一般の大学
全756大学
（Ｈ19）

一般の大学一般の大学
全全756756大学大学
（Ｈ（Ｈ1919））

環境系大学院
76研究科
（Ｈ19）

環境系大学院環境系大学院
7676研究科研究科
（Ｈ（Ｈ1919））

環境系大学
180大学
（Ｈ19）

環境系大学環境系大学
180180大学大学
（Ｈ（Ｈ1919））

一般の大学院
全598研究科
（Ｈ19）

一般の大学院一般の大学院
全全598598研究科研究科
（Ｈ（Ｈ1919））

一般（非環境系）の専攻・学科一般（非環境系）の専攻・学科一般（非環境系）の専攻・学科

日本の高等教育機関日本の高等教育機関日本の高等教育機関

「環境」の語を含む学部・学科・研究科・
コースを持つ大学・大学院

すべての大学・大学院

（IGES 調べ）

大学における環境人材育成の現状（１）

入学定員
学科・課
程数

学部数大学数

２４,６５１２８６２２４１８０計

１７,０７９１６５１３０１１２私立

１,８４１３５１８１６公立

５,７３１８６７６５２国立

（IGES 調べ）

学部名または学科・課程名に「環境」の語を含む大学
（平成１９年度）
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環境系学部・学科の成立の経緯

工学部

母体となった学部等

教育学部
（国立・旧師範系）

教養部

Ｔ大学工学部建築・社会環境工学科
Ｒ大学ｼｽﾃﾑ工学部環境ｼｽﾃﾑ学科
Ｓ大学工学部環境共生学科

など

なし（新設）

Ｂ大学発達科学部人間環境学科
Ａ大学教育文化学部人間環境課程
Ｆ大学教育地域科学部地域環境コース

など

Ｏ大学環境理工学部
Ｎ大学環境科学部

ＴＳ大学総合科学部自然システム学科
など

Ｈ大学人間環境学部
Ｋ大学環境情報学部
Ｄ大学情報環境学部

など

設置に至る経緯 設置された環境系学部・学科の例

工学の専門分野の中で環境専
門または環境の視点も含めた
研究を行う学部・学科を設置し、
工学系の教員をそこへ配置。

教員養成の役割を転換し、
環境系の新設学部・学科を
設置し教員を配置。

教養部を解体して環境に関
する研究を行う学部・学科を
新設し教員を配置。

環境を専門的に研究を行う
学部・学科を新設。学際系
の学部・学科が設置される

ケースが多い。

農学部

ＮＫ大学農学部環境資源学科
ＴＮ大学地球環境科学部

Ｍ大学生物資源学部共生環境学科
など

農学の専門分野の中で環境専
門または環境の視点も含めた
研究を行う学部・学科を設置し、
農学系の教員をそこへ配置。

大学での「環境」に関する教育の取り組み

学部・学科レベル

全学での取組み
専門課程として環
境系学部・学科・
履修コースを設置

一般教養課程重視

日本では鳥
取環境大学
などに見られ
るモデル。全
学生を対象に、
全在学期間
を通じて環境
のプログラ
ム・体験機会
などを提供す
るアプローチ。

一般教養課
程を重視する
モデル。教養
課程・科目で
環境に関する
講義やカリ
キュラムを提
供するアプ
ローチ。基本
的に全学生を
対象としてい
る。

専門的な知
識・技能の習
得を目的とす
るモデル。学
部・学科・履
修コースを設
置し、環境教
育を実施する。
多くの環境系
の学部・学科
がこれに該当
する。

早稲田大学
人間環境科学科

鳥取環境大学

岩手大学

慶応大学
環境情報学部

愛媛大学

法政大学
人間環境学部

大学院レベル

環境系大学院
の設置

大学院に環境系
履修コースを設置

教養的「環境」学 実務系教育

環境専門家
を育成するア
プローチ。対
象は少数だ
が内容は分
化・高度化さ
れ、技術志向
が強くなる。
環境系大学
院の基本的
なモデル。

環境に関する
知識やスキ
ルなどを専門
的に扱う専攻
科の設置。人
文・社会科学
領域の大学
院では、履修
コースとして
設置する事例
がある。

非環境系専
攻で環境に
関するプログ
ラムを提供し、
専門の知識
に環境の知
識を付加して
いく試み。

東京大学

専門職
大学院

北海道大学

東京学芸大学

大阪大学

実務に特化
した知識（ビ
ジネス・経営
など）の習得
の中で環境
を取り上げ
るアプロー
チ。

専攻した主専
攻以外に、副
専攻として別
の学問領域
の履修を図る
アプローチ。
学際的で幅
のある理解や、
他の分野の
分析手法を
理解する目的
に基づく。

副専攻

立教大学岡山大学

名古屋大学

大学院レベル

環境系大学院
の設置

大学院に環境系
履修コースを設置

教養的「環境」学 実務系教育

環境専門家
を育成するア
プローチ。対
象は少数だ
が内容は分
化・高度化さ
れ、技術志向
が強くなる。
環境系大学
院の基本的
なモデル。

環境に関する
知識やスキ
ルなどを専門
的に扱う専攻
科の設置。人
文・社会科学
領域の大学
院では、履修
コースとして
設置する事例
がある。

非環境系専
攻で環境に
関するプログ
ラムを提供し、
専門の知識
に環境の知
識を付加して
いく試み。

東京大学

専門職
大学院

北海道大学

東京学芸大学

大阪大学

実務に特化
した知識（ビ
ジネス・経営
など）の習得
の中で環境
を取り上げ
るアプロー
チ。

専攻した主専
攻以外に、副
専攻として別
の学問領域
の履修を図る
アプローチ。
学際的で幅
のある理解や、
他の分野の
分析手法を
理解する目的
に基づく。

副専攻

立教大学岡山大学

名古屋大学

大学における環境人材育成の現状（２）
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東京大学
教養課程重視
●教養課程（入学次～２年生前半まで）の学生を
対象とした教養教育を重視。
大学院にSDコースを設置
●研究者や高度専門職業人の養成を目的に高
度な専門教育を行うシステムを導入・展開。
●特に新領域創成科学研究科に「サステイナビリ
ティ学教育プログラム」（修士課程）を設置。

鳥取環境大学
全学を挙げた環境学への取り組み
●学部をおかず、環境に関連した学科のみで大
学教育を構成している：「環境政策学科」、「環境
デザイン学科」、「情報システム学科」

全学で環境学にアプローチ

一般教養課程で「環境」を扱う

大学院に環境学のコースを設置

愛媛大学
文科省「現代ＧＰ」による環境教育の推進
●環境教育の理論や地域から地球規模の環境・
経済・社会問題を学ぶことのできる講義、フィール
ド調査など、指導者養成講座を実施し、修了生に
は環境教育指導者資格を認定。
●NPOとの連携、社会人聴講生の受け入れ、公
開講座の実施などを推進。

一般教養課程で「環境」を扱う

現代ＧＰの枠組み活用

岡山大学
ＵＮＩＴＷＮ／ユネスコチェアプログラム
●ESD推進と国際環境専門家の育成を目的とし
てたユネスコチェアの設置。
●国連が提唱する｢ESD｣に即し、英語による留
学生特別プログラムを実施。
ＥＳＤの地域拠点（ＲＣＥ）との連携
●岡山ＥＳＤ推進協議会の運営、ＥＳＤシンポジウ
ム・セミナーの開催、岡山大学でのＥＳＤ教育プロ
グラムの構築、大学院生による中学生への環境
学教育実習などを展開。
魅力ある大学院教育イニシアチブの推進
●海外研修などの機会を利用して国連機関など
で国際的に活躍することができる環境の専門家
の育成を目指している。

海外の枠組み（ユネスコ）の利用

ＲＣＥの枠組みに参加

文科省のプログラム活用

岩手大学
現代ＧＰによるＥＳＤ教育の推進
●国連が提唱する｢持続可能な開発のための教
育の１０年｣を教養教育に取り入れ、１～４年次ま
での講義や演習などで、サステイナビリティーに
ついての理解や体験ができるカリキュラムを開発。
●現代ＧＰの枠組みを活用し、教養教育の改革を
推進中。現代ＧＰの枠組み活用

一般教養課程で「持続可能性」を扱う

大学における環境人材育成：事例（１）
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名古屋大学
全学教育で「環境」を重視
●「地球科学入門」、「社会と環境」、「人間と環
境」、「環境問題への挑戦」など
大学院環境学研究科の設置
●地球環境学、都市環境学、社会環境学の３つ
の専攻からなる文理融合型
●「持続性学」、「安心・安全学」が両輪
「魅力ある大学院教育イニシアティブ」等の推進
● 「魅力ある大学院教育イニシアティブ」により、

バングラデシュ、ドイツなどにおける海外研修など
を通じて、専門性を備えた環境実務家を養成。
●さらに「環境政策立案者／環境起業家」を養成
するコースを開発中。
海外連携大学との協力による教育
●ＵＣバークレー、同済大などとの協力による教
育・研究の推進。連携校の大幅拡充を予定。
ＥＳＤ地域拠点（ＲＣＥ）との連携
●中部ＲＣＥ拠点との連携によるＥＳＤの推進
寄付講義の開設・活用
●「地球温暖化とヒートアイランド」、「ＥＳＤ」などを
テーマにした連続講座を寄附講座により開設
市民大学「なごや環境大学」との連携
●名古屋大学の教員・院生が「なごや環境大学」
の運営とともに、講師などとして協力・連携。

大学院環境学研究科の設置

全学教育で「環境」を重視

文科省プログラムの活用・推進

海外連携大学との協力による教育

ＥＳＤ地域拠点（ＲＣＥ）との連携

寄付講座の開設・活用

市民大学「なごや環境大学」との連携

北海道大学
環境系大学院での教育を重視
●環境科学院・地球環境科学研究院などで環境
学の教育・人材育成と研究に力を入れている。
●環境問題解決をめざした研究者や高度専門職
業人の育成を図っている。

大阪大学
非環境系の大学院に共通教育科目を導入
●学際融合的な教育研究を支援する組織として
「学際融合教育研究プラットフォーム」を設置。
●環境を冠していない大学院に対しても、サステ
イナビリティ･サイエンス研究機構が全学の大学
院の共通科目として「サステイナビリティ学先導２
科目」（大学院高度副プログラム）を提供している。
●大学院に副専攻を設置する予定。

実務型大学院（ビジネススクールなど）
●マーケティング・CSRなどといった、環境に関連
のある基礎科目や専門科目を設置して対応。
（慶応大学・名古屋商科大学など）

大学院に副専攻を設置（予定）

大学院の共通教育科目に「環境」を導入

環境系の大学院の設置

実務型教育で「環境」を扱う

大学における環境人材育成：事例（２）
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●教養教育では講
義・演習、専門教育
課程では実習・フィー
ルドワークが中心

●ディスカッションの
導入やインターン
シップの取り組みは
限定的

ＩＧＥＳによるアンケート調査の結果より
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教養教育・専門教育課程で、環境人材の育成への取
り組みが積極的であると回答している。

ＩＧＥＳによるアンケート調査の結果より

大学における環境人材育成の取組（１）
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